
中国7ヵ所の生産事業所にワークフローシステム「FlowLites」を導入し、
間接業務の効率化と内部統制の強化を実現

効率的でないだけでなく、コンプライアンス（法

令順守）の観点からもリスクがあると判断し、と

もかくワークフローシステムの導入を急ぐこと

になりました」

EMCSチャイナにおいてこのプロジェクト推進

役になったのが、BPR委員会委員長（索尼数字

産品（無錫）有限公司 総経理）の小林直久氏でし

ソニーグループ様は、中国においてソニーチャ

イナ様の統括のもと、全国各地に7つの生産事

業所があり、部品から完成品まで多岐にわたる

ソニー製品を製造しています。これらの生産事

業所は生産品目や歴史、組織形態などが異なる

だけでなく、それぞれ所在地を所管する市政府

の法律・条例などに従って運営されています。こ

うした違いがありながらも、同グループでは

2002年から全生産事業所共通の基幹システム

の構築を推進してきました。そして2011年には、

た。小林氏が、発生していた課題についてより具

体的に説明します。

「たとえば、自部門の部門長の承認が必要なもの

を、上位者とはいえ自部門担当外の役員の承認

で済まされるかどうかなどといったことは、これ

まで各生産事業所の慣習や裁量に任されていた

部分がありました。しかし各生産事業所の市政

府の細則の違いなどもあるため、間接業務と

いっても、すぐに標準化・共通システム化できる

ものとそうでないものがあります。これらを各

生産事業所現場へのヒアリングや確認会を重ね

ながら詰めて行き、システム導入の費用対効果

の高いものから実施することになりました」

各生産事業所間の連携・調整を図る横断的組織

EMCSチャイナが発足したのを機に、「間接業務

効率化プロジェクト」が立ち上がり、共通ワーク

フローシステムの構築に着手しました。

この経緯についてEMCSチャイナ総裁の鈴木秀

幸氏がこう語ります。

「SCMや人事、会計などの基幹業務は共通シス

テム化されたのに、申請や承認・決裁を伴う間接

業務については各生産事業所それぞれのやり方

で、ローカルシステムあるいは紙ベースで処理さ

れていました。決裁手順も各生産事業所で差異

があったり、それをそれぞれの生産事業所の別

部署がマニュアルでチェックするということは
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導入前の課題

導入にあたり、NECの現地子会社であるNEC

ソリューションズ（中国）が、SI及び導入のための

支援を行いました。そして、2012年1月から稼働

した「FlowLites」によるワークフローシステム

は、グループの7生産事業所、従業員25,000名が

利用しています。導入による成果について、鈴木

氏は次のように評価しています。

「ペーパーレス化による費用削減効果は当然で

すが、それ以上に効果を実感していることが二

つあります。一つはスピードアップです。申請し

た案件がどこで停滞しているか、添付書類を閲

覧したか否かも、イントラネットでどこの現場に

いてもすぐわかります。もう一つは標準化の効

果です。EMCSチャイナでは、将来的な生産事

業所を越えた人材の流動化・ローテーションな

ども視野に入れ、各生産事業所で違っていた業

務名や職制の統一なども進めてきました。業務

やシステムが標準化されれば、違う生産事業所

でも同じような業務処理ができるので、非常に

有効だと思っています。また、こうして同じ手順

で業務を処理し、記録も残すことでコンプライ

アンスの徹底、内部統制の強化にもつながった

と思います」

今後について小林氏は、「広大な間接業務の分

野はシステム化したい領域がたくさん残ってい

ます。たとえば、人事の評価管理やデータベー

ス化の仕組みです。私の生産事業所では同じ

『FlowLites』で行っていますが、これを横展

開できる可能性があると思っています」と語り

ます。

最後に鈴木氏が次のように期待を述べます。

「調達分野で、資材購入の情報、単価の決定プロ

セスなどを透明化して共有することにも応用で

きるだろうと思います。かつては自社でSCMや

BPRなどのシステムを作っていましたが、今回

の『FlowLites』のように、外部にはもっと優れ

たパッケージが流通し、賢い活用をしている企

業もたくさん出てきていると思います。NECに

は、システムのサポートとともに、そうした有益

な情報も教えてくれるパートナーとして期待し

ています」

取り残されていた「ワークフロー」管理の
システム共有という課題

大手製造業のソニーグループ様では、中華人民共和国内にある生産事業所7社の間接業務効率化を目指し、ワークフローシス

テムの「FlowLites」を導入。それまで各生産事業所ごとに異なっていた決裁、費用処理、勤怠管理など業務プロセスの標準

化、システム化を推進して大幅な時間短縮、経費削減の効果を得ただけでなく、内部統制の強化にもつなげることができました。

エクスプランナー・エフエルフローライツ

●導入背景・課題 ●導入成果

●NECの提案

• 中国全土に7社あるグループ会社で、「間接業務
効率化プロジェクト」が発足、ワークフローシ
ステムの共通化に着手した。

• 申請や承認・決裁を伴う間接業務については各社
紙ベースで実施していたため効率的でなかった。

• それぞれの生産事業所がマニュアルでチェック
するのは効率的でないだけでなく、コンプライア
ンス（法令順守）の観点からもリスクがあった。

• ペーパーレスによる大幅なコストダウン。

• 決裁処理の見える化によるスピードアップ。

• 業務処理の標準化・証跡によるコンプライアン
スの徹底、内部統制の強化。

• パッケージ利用での経費削減と、お客様の要求に沿ってカスタマイズしやすく、他の基幹システムとの
連携も図りやすい「FlowLites」を提案。

• NECソリューションズ（中国）で、SIおよび導入の支援、また現地サポート体制の確立。
• 「FlowLites」での多様な業務への適用により、今後お客様自身で、人事評価業務や調達分野の業務へ
の横展開が可能。

プロジェクトチームによる検討の結果、間接業

務の中でも最も業務量の多い、決裁、費用処理、

勤怠管理の3業務を対象にシステム化を進める

ことになりました。設備投資などの決裁につい

ては、各生産事業所が決裁規定に照らし合わせ

てチェックをかけなければなりません。これらを

システム化することで、工数削減しつつ確実に決

裁規定を順守できますし、履歴も残すことがで

きます。出張費など日常的な費用処理について

も、事前申請しないと事後の精算ができないと

いう仕組みを徹底する必要がありました。そして

最も各生産事業所での規定・慣行や運用が異

なっていたのが勤怠管理の部分です。たとえば

残業時間の計算などは1時間単位のところもあ

れば30分、5分単位の

ところもありました。

これを人事委員会と

協議して基本的には

各生産事業所で統一

する方向に意見をま

とめ、どうしても影響

が出る場合は個別マ

スター等で対応する

ことにしました。

次に、どのようにシス

テムとして実現する

かの検討に入りまし

た。小林氏がその経緯を次のように説明します。

「まず費用面では、経費を抑えるために自社開発

ではなくパッケージを選定。次に性能面では、わ

れわれの要求案件に沿ってカスタマイズしやす

いこと、会計や人事など既存の基幹システムと

の連携も図りやすいことがパッケージ選定の目

安でした。そして各社のワークフローシステムか

ら選んだのが、NECの『FlowLites』でした」
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決裁、費用処理、勤怠管理の
ワークフロー管理に向くパッケージを選定
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先進のシステムを人事評価業務や
調達分野の業務にも適用したい
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